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課題発信セミナー
産業振興・観光開発分野

2021年3月18日（木）

JICA経済開発部 民間セクター開発グループ



本日の議事次第

13:00～13:40 【JICA発表：40分】

13:40～13:55 【質疑応答：15分】

13:55～ 14:15 【事例紹介：20分】

ベトナム 「持続可能な観光交通・公共交通計画及び都市開
発を可能にするデータビジネス」案件化調査

ソフトバンク（株） /（株） Agoop/日本工営（株）

14:15～14:25 【事例への質問：10分】

14:25～14:30 【JICA閉会挨拶：5分】



本日のご説明内容

１.JICA産業振興の取組

3. 期待される提案（産業振興分野）

２. JICA観光開発の取組・期待される提案



１．１）民間セクター開発（産業振興・観光開発）分野の方針
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SDGs

「民間セクター開発」分野では、包摂的かつ持続可能な質の高い経済成長（SDGs8,9,開発協力大綱）を目指し、
民間企業の能力を高め、ビジネス環境も整備することで、人間らしい雇用創出に資する民間企業主導の経済成長
を達成し、就労者一人当たり所得の向上につなげることを目標とする。

（アフリカ、中東・欧州、中南米）
「起業家・企業育成」
• 企業能力の向上、企業の金融アクセスの改善、ビジネス環

境の改善を行い、途上国企業の成長・イノベーションを促
進する。

• 実施に際してはグローバルパートナーシップを推進すると
ともに、新技術・ICTの活用を積極的に行い、プロセスの加
速化を図る。

（東南アジア・太平洋、東・中央アジア、南アジア）
「投資促進・産業振興」
• 日本企業の有する技術・経験や、日本人材開発センターを

含むJICAの協力アセットを活用の上、現地企業・経営者・
起業家の育成を支援するとともに、現地・日本企業間のリ
ンケージを強化。投資促進・産業振興政策の立案・実施や
ビジネス環境改善に取り組みつつ、現地企業の成長・イノ
ベーションを促進し、産業の多角化・高度化を図る。

（全世界）「持続可能な観光開発」

・雇用・GDPへの貢献が高く、今後も急速に成長することが予
測される観光産業について、正のインパクトを最大限引き出し、
負のインパクトを制御するための「持続可能な観光開発」に向
けた取り組みを総合的に支援する。

・実施にあたっては、UNWTOとのMoCを核に、他ドナー、民間
企業とのリンケージを強化し、連携事業を積極的に推進する。

事業戦略

「経済成長
の基礎及び
原動力

の確保」*

質の高い経済成長
を促進するための
原動力として、途
上国における産業
の振興を目標とし、
民間企業の育成・
成長および先進国
から途上国への直
接投資の促進を支
援する。具体的に
は、「自由で開か
れたインド太平洋
戦略」を踏まえ、
成長著しいアジア
と潜在力溢れるア
フリカにおける製
造業の振興に重点
的に取り組む。

開発協力大綱

自由で
開かれた
インド

太平洋戦略

JICA
中期目標

・
中期計画

産
業
振
興

観
光
開
発



本日のご説明内容

１.JICA産業振興の取組

3. 期待される提案（産業振興分野）

２. JICA観光開発の取組・期待される提案



「民間セクター開発（産業振興）」分野のJICAの取り組み基本的なアプローチ
（※全途上国共通）
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ビジネス環境

（グローバル）市場へのアクセス
Access to Market

① 産業政策・ビジネス環
境改善（政策面）
・産業政策支援
・投資・ビジネス環境の改
善

④ リンケージ強化
(市場アクセス面）
・経済特区整備、投資促進
・ビジネスマッチング推進
・バリューチェーン構築促
進

⑤ 急進的イノベーション
推進
• VC等と連携した起業家育成
•ベンチャー投資促進
•スタートアップを取り巻く
事業環境整備

② 金融アクセス改善
(金融面）
・ツーステップローン
・金融機関審査能力強化
・信用情報整備
・新たな金融サービス活用
促進、等

金融アクセス
Access to Finance

企業競争力
Firm Capabilities

起業
新ビジネス開発
技術開発

経営力
（マーケティング、
財務、経営計画、
人的資源管理等）

カイゼン
（生産・管理能力）

＋
要素技術習得

③ 企業競争力強化
•経営力：BDS提供（ビジ
ネスプラン、マーケティ
ング、財務等）

•技術力：生産・品質管理
手法の向上（カイゼン）

●民間セクター開発分野では、政策面、金融面、市場へのアクセス面からビジネス環境の改善を支援するとともに、日本に比較優位のある経
営・技術面での企業の競争力強化に取り組む。
●日本の産業政策経験に関心が高く、強いコミットメントが得られる国に対しては政策支援を通じて政策選択・実行を支援する。また、企業
の競争力強化については、民間の役割を補完することを中心課題として取り組む他、グローバルな産業構造の高度化（デジタル化）やリープ
フロッグによるイノベーション推進のため、ベンチャーキャピタル（VC)と連携したスタートアップ支援も取り入れる。
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JICA
提案型
事業

地方自
治体・商
工会、地
銀

JETRO
SMRJ

現地企業日本企業 リンケージ

企業向け
支援機関

日本
センター

JICA途上国政府向け支援

投資庁工業省

具体的な取組みとステークホルダーの関係

①産業政策・ビジネス
環境改善

②金融アクセス改
善

③企業競争力強化

④リンケージ強化

⑤急進的イノベーション推進

• 現地及び日本双方のステークホルダーを巻き込み、JICA提案型事業とも連携して、成果の発現を目指す。
• 日本センターについてはプラットフォームとして戦略的に活用する。

アジアにおける取り組み
（投資促進・産業振興）



外国企業
民間セクター
リンケージ ミャンマー企業

ミャンマー
経済銀行

金融アクセス

ミャンマー
日本人材開発センター

産業人材育成

ティラワSEZ

外国直接投資促進

計画財務
工業省

産業振興

投資・
対外経済省
投資促進

商業省

輸出促進
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ミャンマーのケース

中小企業金融強化事業（ツーステップローン）
現地銀行を通じた、現地中小企業向け資金供与

ミャンマー日本人材開発センタープロジェクト
ビジネス人材育成（研修提供）と日緬間人材交流促
進支援

ティラワ経済特別区への支援
ハードインフラ（電力、上水、アクセス道路、通
信、港湾等）、ソフトインフラ（法制度整備、ティ
ラワSEZ管理委員会能力向上等）の双方から総合支援

産業競争力強化に向けた投資振興プロジェクト
投資促進とあわせて産業振興のための組織能力、体
制を整備し、産業競争力強化を目指す支援

技術協力

円借款

技術協力

海外投融資、円借款、技術協力

ミャンマー
政府

①産業政策・
ビジネス環
境改善

②金融アク
セス改善

③企業競
争力強化④リンケー

ジ強化

⑤イノベーション
推進



アジアにおける取り組み(投資促進・産業振興）の下、
現在支援しているサブセクター
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国名 サブセクター（当該分野の人材育成含む）

インドネシア 自動車、電気電子、食品加工、新技術を活用した製造業高度化

ベトナム 裾野産業、新技術を活用した製造業高度化

ミャンマー 素形材、繊維、食品加工

フィリピン 自動車、自動車部品（電気電子・IT/ESO*産業含む）

バングラデシュ 金属加工、機械加工、プラスティック成形

インド 製造業

パキスタン 自動車、繊維

*ESO: Engineering Service Outsourcing 

留意事項：提案型事業との関係

• サブセクターと関連するご提案を歓迎。ただし、後述のご提案頂きたいテーマにあるような新規性・革新
性のあるものはサブセクターに限定するものではないため、あくまで参考資料としてお使いください。

• なお、後述テーマ以外に、上記サブセクターにおける、以下のご提案も歓迎します。
• ご提案企業の有する製品技術や生産技術、経営ノウハウを活用した、現地企業・人材、BDS機関
（試験機関、技術支援機関等）の育成

• ご提案企業の進出により、同企業のみならず現地企業のサプライチェーン・バリューチェーンへの
参入が促進されるもの



アフリカにおける取り組み（重点国・準重点国の考え方と戦略）
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グループ３
スタートアッ
プ支援に重点
-南ア、ナイ
ジェリア

 各要素は下記のステップで持続的・規模拡大が可能な体制構築を推進。スケールアップは他ドナー資金も活用。
 拠点国の中でも中心となるの4か国（グループ１）は基本的アプローチの５つの要素を統合した取り組み・周辺国支援を強化。
 その他の国々(グループ２）ではカイゼン／BDSの企業競争力強化を重点的に支援し、周辺国への支援を検討する。拠点国（チュニジア、

カメルーン、ザンビア）以外ではAUDA-NEPAD連携で実施中のアフリカカイゼンイニシアチブの枠組みを活用し、E-Learning、第3国
研修、他ドナー資金（AfDBのFAPA基金等）等により広域的な支援を行う。

 スタートアップのハブであり、FDIも流入するナイジェリア・南アフリカ（グループ３）は、別途調査を実施中の日系ベンチャー
キャピタルと連携しつつ、成長加速プログラム構築等によりスタートアップ支援の取り組み方針を具体化し、起業家輩出を促進。

グループ２
カイゼン・BDS
を重点

他
ド
ナ
ー
と
連
携
し
て
ス
ケ
ー
ル
ア
ッ
プ

グループ１
統合的取り組みを推進

重点国：エチオピア、ケニア
ガーナ、タンザニア
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・TICAD6にて日本政府は、「NEPADと連携し、カイゼン・イニシアティブを通じてカイゼンをアフリ
カ全体に推進し、カイゼンを取り入れる工場等で生産性3割向上を目指す」ことを表明。
・2017年4月にNEPADとJICAはアフリカ・カイゼン・イニシアティブにかかる合意文書を署名。

【目的】
(1) アフリカの産業振興と経済構造転換の促進
(2) Decent Workと雇用の創出
(3) 競争力のあるイノベーティブな人材育成を推進

【４つの柱】
①政策レベルでの啓発
②Center of Excellenceの整備
③カイゼン活動の標準化
④ネットワーク化

【進捗等】
研究書籍、カイゼンハンドブック、カイゼン年次会合
2019年に第1回カイゼンアワード、E-Learningの取組等、

アフリカにおける主な取り組み
（アフリカ・カイゼン・イニシアチブ （2017-2027））



Project NINJA（JICA起業家支援プラットフォーム）の活動概要

日本を含む海外企業と連携しつつ、アジア・アフリカスタートアップの育成・成長を促進
アジア・アフリカへのベンチャー投資の増加、1,000社超の起業に貢献予定

① 起業啓発・起業家育成活動
② 日本・海外でのイベント開催による企業連携促進
③ ベンチャー投資／インパクト投資促進
④ 現地スタートアップに係る情報発信
⑤ エコシステム強化に係る政策提言
⑥ スタートアップによるインパクト把握
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（ITなどを活用して）社会課題をビジネスとして解決を図る起業家の育成し、
日系企業を含む海外企業との連携を図りつつ、雇用創出・社会課題の解決を促進

イノベーションのための起業家支援（NINJA)
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NINJA Business Plan Competition in response to COVID-19 の概要

JICAは、コロナ禍において社会構造・経済活動の変化に対応した革新的なビジネスモデル・
テクノロジーを生み出すスタートアップを発掘し、成長を促すビジネスコンテストを開催

項目 概要

プログラム名： NINJA Business Plan Competition in response to COVID-19

目的：

COVID-19に伴う社会構造・経済活動の変化に対応した革新的な
ビジネスモデル・テクノロジーを生み出すスタートアップの発
掘・その成長を促すビジネスコンテストの実施及び優秀企業によ
るパイロット事業の実証

対象国： アフリカ19か国

対象企業：
• 事業実施国において登記済みの企業または団体
• サービスを提供している、又はサービスを提供する目途が契
約期間中につくこと等

応募内容：
COVID-19による社会構造・経済活動の変化に対応したビジネス
アイディア及び事業概要

アワード：
• 各国において3～5社を目途に優秀企業を選定
• 各優秀企業と最大USD30,000の契約を締結
• 優秀企業から10社程度を選定し、決勝戦を実施予定

スケジュール：

募集開始： 2020年7月6日
募集締切： 2020年8月5日 （エチオピアのみ8月26日）
優秀企業選定： 2020年11月
決勝戦： 2021年2月26日

NINJAアフリカコロナ対応ビジコン
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NINJA Business Plan Competition in response to COVID-19 の概要

優秀企業との実証事業について

• 19か国のそれぞれの国において優秀企業を最大5社程度を
目途に選定し、JICAは各企業に事業実証を委託。

• 各企業はビジネスコンテストにて提案した内容を約6か月
間の期間に実証実験を行い、JICAへ結果報告を行う。

全体の応募数は2,713件、優秀企業への実証事業委託を経て、2021年2月に決勝戦を実施。

決勝戦（2021年2月26日）

• 10社程度をオンライン接続し、ピッチイベント。
• 日本企業との連携機会を創出。
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NINJA Business Plan Competition in response to COVID-19 の概要

出典： 10社登壇企業概要
https://www.jica.go.jp/activities/issues/private_sec/project_ninja/information/ku57pq00002mybsp-att/20201130_01_02.pdf

選定された10社が、2021年2月26日に日本企業向けのオンラインピッチイベント「アフリカ新興
テックピッチ決勝戦」（日本経済新聞と共催）にて登壇。

企業名 国名 事業内容

Moja Ride Ltd コートジボアール 交通手段の予約・支払のプラットフォーム

Emergency Response 
Africa Ltd

ナイジェリア 緊急医療サービスの提供

TRANSONICA 
COMPANY LIMITED

ガーナ ガーナ国における「SUICA/PASMO」事業

And Africa LLC 南アフリカ共和国 24時間受取・発送・保管可能なIoTロッカー／宅配サービス

Mobile Scan Solutions 
Uganda Limited

ウガンダ 妊産婦向けポータブル超音波装置の開発・販売

https://www.jica.go.jp/activities/issues/private_sec/project_ninja/information/ku57pq00002mybsp-att/20201130_01_02.pdf
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NINJA Business Plan Competition in response to COVID-19 の概要

選定された10社が、2021年2月26日に日本企業向けのオンラインピッチイベント「「アフリカ新興
テックピッチ決勝戦」（日本経済新聞と共催）にて登壇。

企業名 国名 事業内容

Upepo Technology Company 
Limited

ケニア 水供給向上のための水資源管理IoTプラットフォーム

Agrinfo Company Limited タンザニア ドローン・衛星等を活用した、小規模農家向け農業生産支援及びクレジットス
コアリング

Appy People アンゴラ 病院・薬局等の予約・販売・評価アプリ

Lifestores Healthcare ナイジェリア 薬局向けのテクノロジーを活用した総合的ソリューションサービス

MajestEYE チュニジア AIを活用したデータ駆動型ソリューションサービスの提供

出典： 10社登壇企業概要
https://www.jica.go.jp/activities/issues/private_sec/project_ninja/information/ku57pq00002mybsp-att/20201130_01_02.pdf

https://www.jica.go.jp/activities/issues/private_sec/project_ninja/information/ku57pq00002mybsp-att/20201130_01_02.pdf
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JICAが考える観光開発のあるべき姿
①2030年の観光予測
・観光客数
2017年：13億1,400万人 → 2030年：18億人
・雇用者数
2017年： 3億1,300万人 → 2030年： 4億1,400万人
・全体に占める開発途上国への観光客のシェア

2017年： 45.1％ → 2030年： 57％

②観光によるインパクト

・外貨獲得機会の増加
・幅広い業種への収益獲得機会提供
・雇用創出
・企業活動の促進
・自然・文化資源保護の促進
・インフラ整備の促進
・女性の社会的地位向上の促進

・オーバーツーリズム
・観光リーケージ
・文化・自然遺産の破壊
・交通渋滞
・ゴミの増加 etc…

正のインパクトを最大限引き出し、
負のインパクトを制御することが大切

「持続可能な観光開発」の推進が肝要

③「持続可能な観光開発」には何が必要？

経営管理
・持続可能な観光地への戦略・計画
・観光地の管理組織(DMO)
・観光業の経営管理
・観光資源と魅力のリストアップ
・計画に関する規制
・ユニバーサルデザイン
・ 来訪旅行者の満足度
・安全と治安
・観光の促進（プロモーション）

社会経済
・経済調査
・地域の就業機会
・住民参加
・地域住民のアクセス
・観光への意識向上と教育
・地域事業者への支援と
フェアトレード

文化
・観光資源の保護
・旅行者の管理
・文化遺産の保護
・観光資源の解説

環境
・脆弱な環境の保護
・野生生物の保護
・温室効果ガスの排出
・省エネルギー
・水資源の管理
・廃棄物の削減
・環境負荷の小さい交通

（注１）GSTC：「Global Sustainable Tourism Council」
2007年にUNWTO,UNEP、国連財団などの呼びかけにより、32団体が連合して設立。41の基準を定
め、全世界における持続可能な観光を保証するフレームワークを提供することが主なミッション。

持続可能
な観光

④SDGsに貢献する観光開発

「観光は、17のSDGsのすべてに貢献で
きる分野であることの共通認識を持ち、
観光を通じて、世界の経済成長をけん
引していくとともに、持続可能で包摂的な
世界の発展に向けた最大限に貢献して
いくために取り組む」

GSTC（注１）による持続可能な観光開発に必要な要件

※UNWTO「UNWTO Tourism Highlights 2018 Edition」
※World Travel & Tourism Council 「旅行・観光産業 世界における経済的影響と課題2018」

観光庁「G20観光大臣会合 北海道倶知安宣言概要」

19



JICAの観光開発協力の方向性(コロナ前)

協力目標

20

正のインパクトを最大限引き出し、負のインパクトを制御する持続可能な
観光開発を推進することにより、国民経済の発展に寄与する。

20

観光セクター開発の基礎となる政策策定と制度整備協力
メニュー

１
・観光政策・戦略の策定
・観光関連制度・基盤の整備

観光資源の保護・開発・管理協力
メニュー

２
・官民連携、地域住民による観光資源の掘り起こし・評価・保護支援
・観光資源の開発・プロモーション活動の実施（国際観光フェア出展、パンフレット、Webサイト作成等）

観光セクター開発のための人材・組織の能力強化協力
メニュー

３
・観光関連の企業育成・企業支援、職業訓練（現地ツアーガイド、レストラン、ホテル従業員等）
・ マーケティング・プロモーション能力の強化

観光関連インフラの計画・整備・管理・運営能力強化協力
メニュー

４
・観光資源に関連するインフラ整備支援
・周辺インフラ整備支援



ミャンマー「地域観光開発のためのパイロットモデル構築プロジェクト」
2014年11月～2018年5月

from

Myanmar
ミャンマー

世界三大仏教遺跡の一つバガンにおける観光開発計画づくり支援



プロジェクト目標 バガン地域における観光開発計画の策定
アプローチ：複数の実証実験（＝パイロット・プロジェクト）の結果に基づく

現状に沿う計画づくり！！ ～

成果1：観光管理・体制の強化
にかかる実施計画の策定

成果2：観光インフラ整備
にかかる実施計画の策定

成果3：観光人材育成体制
の実施計画の策定

＜パイロットプロジェクト＞

P1.1 CBT開発

P1.2 観光情報の発信

P1.3 プロモーションマテリアル

P1.4 観光イベントの開催

P1.5 メディア・プランニング

P1.6 交通管理システムの改善

＜上記以外の観光管理体制戦略・強化
策候補（案）検討＞

戦略プログラム（暫定M/P案）

・遺跡観光以外の観光商品開発
・特産品強化（漆器、籐製品等）
・観光プロモーションの強化
・地域観光振興体制の強化
・観光客向け交通サービス整備
・公共交通規制の整備

＜パイロットプロジェクト＞

P2.1 観光案内所の整備

P2.2 眺望ポイントの計画

P2.3 観光ルートの整備

P2.4 公共サインシステムの改善

P2.5 屋外広告ガイドラインの策定

P2.6 ビジターマネジメント計画の策定

＜上記以外の観光インフラ整備戦略・
強化策候補案検討＞

＜パイロットプロジェクト＞

P3.1 観光ビジネス人材研修

P3.2 パブリックアウェアネス
キャンペーン

＜上記以外の観光人材育成制戦略・強
化策候補（案）検討＞

戦略プログラム（暫定M/P案）

・遺跡保全／景観保全
・遺跡アクセスルートの整備
・遺跡観光案内版／標識の整備
・観光基幹インフラ整備

1)道路整備（バイパス・域内道路）
2)港湾施設の整備
3)上水道の整備
4)廃棄物処理施設の整備

戦略プログラム（暫定M/P案）

・観光研修機会の拡大／観光人材育
成体制の強化

・観光事業者のビジネスマナー／
ホスピタリティ向上

・住民の観光振興／遺跡保全意識向
上

・遺跡周辺地域の環境美化

プロジェクト概念図
世界遺産登録に向けた協力
・バガン管理計画（MORAC）
・バガン観光アクションプラン（MOHT)



P1.3

プロモーション

マテリアル

P1.2

観光情報の発信

P1.4

観光イベントの

開催

P1.5 

メディア

プランニング

P1.1

CBT開発

P1.6 

交通管理

システムの改善

6 PILOT PROJECTS for Tourism Management and Promotion

1. Pilot Projects | Tourism Management and Promotion



P2.3

観光ルート

の整備

P2.2

眺望ポイント

の計画

P2.4

公共サイン

システムの改善

P2.5 

屋外広告ガイドラ

インの策定

P2.1

観光案内所

の整備

P2.6 

ビジターマネジ

メント計画の策定

6 PILOT PROJECTS for Tourism Infrastructure

2. Pilot Projects | Tourism Infrastructure



P3.2

パブリックアウェアネスキャンペーン

P3.1

観光ビジネス人材研修

2 PILOT PROJECTS for Tourism Human Resource

3. Pilot Projects | 4.4 Tourism Human Resource Development



現在実施中の技術協力案件 ※2021年3月現在

地域 国名 案件名 事業種別 協力開始 協力終了

中南米 ドミ共
北部地域における持続的なコミュニティを基礎とした観光開発のためのメカニズム強
化プロジェクト

技術協力プロジェクト 2016.4 2022.2

アジア ラオス ルアンパバーン世界遺産の持続可能な管理保全能力向上プロジェクト 技術協力プロジェクト 2018.8 2021.3

全世界 持続可能な観光開発の方策策定に係る情報収集・確認調査 基礎情報収集調査 2019.1 2021.9

中南米 ペルー ウトゥクバンバ渓谷上流地域における文化的景観の持続的な開発促進プロジェクト 技術協力プロジェクト 2019.3 2023.2

アフリカ ジンバブエ コミュニティ・ベースド・ツーリズム開発にかかる促進支援及びマーケティング支援 個別専門家 2020.1 2022.2

大洋州 大洋州地域における観光開発分野情報収集・確認調査 基礎調 2020.3 2021.3

中東 イラク 観光開発のための博物館運営に係る能力向上 国別研修 2020.5 2023.5

アジア ベトナム 持続的自然資源管理プロジェクト（フェーズ２） 技術協力プロジェクト 2020.8 2024.7

東アジア モンゴル モンゴル国持続可能な観光開発に係る情報収集・確認調査 基礎調 2020.11 2021.8

中東 ヨルダン ペトラにおける観光開発マスタープラン策定プロジェクト 開調 2021.3 2024.3

中央アジア
ウズベク・キルギス・
タジク・トルクメ・カザ
フ

中央アジア地域における観光開発分野に係る情報収集・確認調査 基礎調 2021.3 2021.9

中東 パレスチナ 文化遺産の保護（サイトマネジメント及び保全） 個別専門家 2021.5 2022.12

中央アジア ウズベキスタン 観光促進アドバイザー 個別専門家 2021.5 2023.7

中東 パレスチナ 観光マーケティング・プロモーション 個別専門家 2021.6 2023.6

中央アジア キルギスタン チュイ州世界遺産を活用した地域開発・観光促進プロジェクト 開調 2021 2025

中央アジア アゼルバイジャン 世界遺産の適切な管理を通じた観光振興 国別研修 2021

中央アジア タジキスタン 観光開発 国別研修 2021



技術協力

240億円
有償資金協力

1,405億円
専門家派遣

1,353
青年海外協力隊

196
その他ボランティア

120

実績 (1990-2017) 

観光分野支援対象国

観光開発協力に関するこれまでの実績
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■観光産業のレジリエンスを強化させることが肝要
①リスクマネジメントの強化
観光を危機から守り、危機の影響を低減し、危機に遭
遇した場合でも、いちはやく復興できるように準備

②「数」から「額」への転換
観光客数の増加を目指す観光開発ではなく、一人当たりの観光
消費額を挙げる観光開発の推進

③1市場依存型からの脱却
一つのマーケット（例：アジア、インバウンド等）に依存した事業展
開をするのではなく、一つのマーケットでクライシスが発生しても事業
が継続できるビジネスプランの設計

④ICTの活用
ICTを活用した非接触型サービス拡大による安心・安全の確保や、
MaaSによる効果的、効率的な観光収入の獲得の導入

世界的なコロナウィルス蔓延による観光産業への影響
～観光産業の脆弱性と発展性～

観光産業はコロナ禍によって
「１兆ドルの損失と1億2000万人の失業危機をもたらし、先進
国に大きな打撃を与え、特に小さい島嶼国や発展途上国、ア
フリカ諸国にも緊急事態を招く状況となっている」

観光産業の社会的役割は
「被雇用者の多くが女性や若者であり、女性、先住民族、歴史
的に疎外されてきた人々にとっての重要な収入源である。自然
遺産や文化遺産を保護する手段でもある」

よって、
「安全、平等、気候変動への影響を考慮しながらも、ツーリズム
を再建する必要がある」

インターナショナル・ツーリズム・フォーラムにおけるグテーレス国連事務総長の基調講演より
202010月29日＠沖縄

※2021年1月28日UNWTO発表「2020年観光統計（速報）」

・観光客数
前年比74％減＝約10憶人の減少※リーマンショック時は4％減

・雇用者数
観光にかかわる１億から１億3,000万人が失業の危機

・観光による収益
1.3兆ドルの損失※リーマンショック時の11倍以上の損失

■世界の観光動向に甚大な被害を及ぼした3つのクライシス（コロナ以前）

SARS
リーマンショック

9・11

・クライシスが発生すると急激にマーケットが縮小、発生時の国際観光
客数に戻るのにはかなりの時間を要する。

・一方で、一度復興すると、発生時よりも飛躍的に活性する

観光は、社会と経済を発展させる
世界的な成長エンジン！



JICAの観光開発協力の方向性

協力目標

29

正のインパクトを最大限引き出し、負のインパクトを制御する持続可能な
観光開発を推進することにより、国民経済の発展に寄与する。

観光セクター開発の基礎となる政策策定と制度整備協力
メニュー

１
・観光政策・戦略・関連制度の策定
・観光危機管理計画の策定

観光資源の保護・開発・管理協力
メニュー

２
・官民連携、地域住民による観光資源の掘り起こし・評価・保護支援
・観光資源の開発・プロモーション活動の実施（国際観光フェア出展、プロモーション媒体作成等）

観光セクター開発のための人材・組織の能力強化協力
メニュー

３
・観光関連の企業育成・企業支援、職業訓練（ツアーガイド、ホテル従業員等）
・ マーケティング・プロモーション能力の強化

観光関連インフラの計画・整備・管理・運営能力強化協力
メニュー

４
・観光資源に関連するインフラ整備支援
・周辺インフラ整備支援

観光レジリエンス
強化

・キャリング・キャ
パシティの設定

・複数市場アプ
ローチの導入

・ICT導入支援



トルクメニスタン

カザフスタン

ウズベキスタン
キルギス

タジキスタン
アシガバード

ドゥシャンベ

タシケント

アスタナ

敦煌

アクベシム

サマルカンド

中央アジア５ヵ国：東京文化財研究所、
帝京大学、武庫川女子大学
・ユネスコ文化遺産保存日本信託基金
「中央アジアのシルクロードの構成資産
に対する支援事業」フェーズⅡ（ 2014年
～）

立正大学
・ウズベキスタン学術交流事業（ 2014年
～2020年）

ビシュケク

帝京大学
・世界遺産「シルクロード：長安ー天山回
廊の交易路網」アクベシム遺跡等発掘
調査（ 2011年～）

～中央アジア諸国との対話と協力の枠組みである「中央アジア+日本」対話に資するSTPFづくり～

中央アジアにおける持続可能な観光開発プラットフォーム（STPF）構想

タジキスタン国別研修「観光開発」
要請書接到済み
2020
約0.03億円

キルギス開調「チュイ州世界遺産を活用した
地域開発・観光促進プロジェクト」
要請書接到済み
2020-2024
約4億円

ウズベキスタン個別専門家「観光促進ア
ドバイザー」（広域）
採択済み
2020-2022
約0.8億円

開発連携大学院プログラム対象国
・ウズベキスタン
・キルギス

奈良県
・奈良県サマルカンド州友好
提携協定（ 2019年～）

株式会社JTB
ウズベキスタンSDGｓ案件化調査「観光開発
における新価値創造サービス構築のための
案件化調査」
2019-2020
約0.1億円

ウズベキスタン
個別専門家「ウズベキスタンにおける森
林資源の持続可能な管理」
要請書接到済み
2020-2022
約0.45億円
国別研修「地域振興に寄与するエコツー
リズム等の持続可能な湿地資源の利
用」
要請書接到済み
2020-2022
約0.07億円

和歌山大学
ウズベキスタン「ブハラ州立大学との大
学間交流協定」
2018-

UNWTO本部
アジア・太平洋局
※当該地域で協力
を実施しているド
ナーをSTPFに招集

テヘラン
タブリーズ 奈良

東京藝術大学
文化庁文化遺産保護国際貢献事業
・ウズベキスタン共和国等中央アジア諸
国における文化遺産保護国際貢献事業
（ 2018年～）

文化遺産国際協力コンソーシアム

MoCに基づく
相互連携

STPF事務局

イラン

JICA本部

帰国後積極的に参画

30
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Q：民間企業の製品・技術の活用が期待される途上国における観光開発課題は？

A：ニーズは多様

経営管理
・持続可能な観光地への戦略・計画
・観光地の管理組織(DMO)
・観光業の経営管理
・観光資源と魅力のリストアップ
・計画に関する規制
・ユニバーサルデザイン
・ 来訪旅行者の満足度
・安全と治安
・観光の促進（プロモーション）

社会経済
・経済調査
・地域の就業機会
・住民参加
・地域住民のアクセス
・観光への意識向上と教育
・地域事業者への支援と
フェアトレード

文化
・観光資源の保護
・旅行者の管理
・文化遺産の保護
・観光資源の解説

環境
・脆弱な環境の保護
・野生生物の保護
・温室効果ガスの排出
・省エネルギー
・水資源の管理
・廃棄物の削減
・環境負荷の小さい交通

持続可能
な観光

バイオ
トイレ

文化財
保護技術

観光
MaaS

AI技術・
ビッグ
データ

バリア
フリー
関連技術

EV
バス

防災
アプリ

VR・XR
技術

同時通訳
技術

認証
システム

違法捕殺
監視

システム

国際旅行業
イベント

運営の輸出
ドローン
救助隊

ホスピタリティ
技術の輸出

POS
システム

Eラーニング

海洋
プラスチック

小水力
発電

非接触型
サービス

GSTCによる持続可能な観光開発に必要な要件

多様な製品・技術が直接的/間接的に当該国の観光開発
課題に貢献する可能性を持つ！



本日のご説明内容

１.JICA産業振興の取組

3. 期待される提案（産業振興分野）

２. JICA観光開発の取組・期待される提案



①起業・投資認可に係る行政手続きの円滑化・効率化
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政府申請窓口
（シングル
ウィンドウ）

申請１

•現地法人登記申請

•会社定款

•法人役員書類

•登記料の支払い

申請2

•新規外国投資申請

•土地利用の証明書

•銀行残高証明書

•建設許可証

•環境保護証明書 等

申請3

•輸出入免税申請書

•税務登録証、VAT番号
登録証の取得

•通関申請

* 政府のシングルウィンドウとは限らず、例えば簡便なクラウド型会計アプリ、労務管理アプリなど政府への申請前に必要な書類作りも含
む。
外国企業のみならず国内の企業・ビジネスマン向けのサービスも対象。

• 企業を取り巻くビジネス環境の改善に資する、企業の様々な書類手続きの円滑化、
効率化に資するイノベーション。政府の領域への支援に限らず、その周辺の民間サー
ビスに関するご提案を歓迎。

申請者の負
荷を低減す
る革新的な
サービス*

①産業政策・
ビジネス環境

改善



②革新的な企業金融のアイディア

• 企業成長のためには、運転資金確保、設備投資の実施等の観点から、金融サービ
スへのアクセスが必要不可欠。

• 開発途上地域の中小企業は融資に当たってリスクが高いとみられていること等により、
企業金融のアクセスが限定され、また、提供される場合も高金利（20％超）となる
ことが多い。

• 開発途上地域においては、ケニアにおけるM-PESA（※）のように通常の銀行サー
ビスと異なる形で金融サービスが提供される等先進国と異なる環境もある。

※銀行口座ではなく携帯電話を活用した送金・決済システム

↓

以下のような視点でのご提案に期待

• 開発途上地域の現状を踏まえつつ、企業に対する金融サービスの新しいアプローチ。
（銀行融資の補完サービス、銀行とは別の主体による金融アクセスの提供等。）

②金融アクセ
ス改善



③ 製造業の生産性向上・高付加価値化に資する新
技術の活用
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** Source:Trouble in the Making? The Future of Manufacturing-Led Development, 2017 World Bank 

IOT
Big data
Analytics

3D
Printing

Robotics
Smart

Sensors
Augmented

Reality
Cloud

Computing
Energy
Storage

AI/
Machine
Learning

Nano-
technology

Technology associated with Industry 4.0 (上位10技術)**

新技術

• 日本の中小企業等が有する技術を新興国の産業に適用することで、新興国企業・人材の育成、産業の
高度化を図るとともに、日本企業の新興国におけるマーケットシェア獲得にもつながるご提案を歓迎。

途上国の自動車パーツの工場（パキスタン） 先進国の二輪車工場（写真：Bing images）

③企業競争力
強化



④ Eコマース等を活用した途上国企業との
取引機会の拡大

• インターネットを活用し、輸出を行う中小企業の数は世界的に増加。途上国企業が
日本企業において取引機会を増やすアイディア、日本市場に輸出を促進する様々な
支援サービス（ロジスティクス含む）などに関する提案を歓迎。
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途上国の企業

Eコマース活用上の課題
•決裁システムの有無、信頼性
•品質や納期、ロットの要求
•言語の対応、デジタルスキルの不足
•物流コスト大
•通関手続きの煩雑さ
•制度や規制に関する情報不足
•販売先市場の特性や消費者ニーズ、行動の把握

商品
輸出

Eコマース活用の魅力
• ECにより新たな市場へのアクセスが容易
•小さな投資で開始できる
•小ロットの取引が可能
•仲介業者の中抜きによる輸出コスト削減
•作り手のストーリーを伝えることができ、大量生
産ではない付加価値を付けられる可能性がある

④リンケージ
強化



⑤ 途上国における
スタートアップ支援事業

• 途上国におけるイノベーションの推進、産業高度化・多角化の実現や、開発課題の
解決のためには「スタートアップ／起業家」の活力が有効。

• JICAはイノベーションのための起業家支援（NINJA）の取組みを開始。

↓

以下のような視点でのご提案に期待

スタートアップ、起業を促進し、成長軌道に乗せるための様々なアプローチ。

• 例１：効果的なインキュベーション、アクセラレーションのサービス提供モデル

• 例２：途上国のスタートアップ、起業家に対する投資を行うファンドの設立

⑤急進的イノ
ベーション



民間企業の製品・技術の活用が期待される開発途上国の課題
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• 民間企業の製品・技術の活用が期待される開発途上国の課題については、
課題の内容、想定される製品や用途に関する情報、関連する公的機関、関
連するODA案件等をJICAホームページで公表しています。

• 「産業振興」分野に関する課題シート一覧はこちら

https://minkanrenkei.jica.go.jp/area/table/26067/98J963/M?detect=%94%BB%92%E8&S=oftis2ldkhlf&24925_1940632_1=5&24925_1984810_1=&24925_1984812_1=&24925_1984816_1=&24925_1984825_1=&24925_1984825_2=&smp_sf_button_24925=%8C%9F%8D%F5

